
■要旨：GX（グリーントランスフォーメーション）は、国の新たな政策の柱として位置づけられ
ており、新産業創出の契機とされている。一方、福岡市および近隣地域の中小企業の多くは、GX
が推し進める技術革新と脱炭素が自社に直接関係するとは認識していない。省エネ設備の導入は固
定費削減のためであり、脱炭素や新規ビジネスとしての意識は低い。本研究は、中小企業の脱炭素
化における現状や課題を解明し、その停滞要因や特有の意識・行動を分析するものである。既存の
アンケートやインタビューを通じて、「気候変動に起因する影響の程度」、「脱炭素以外の課題」、「脱
炭素化への意識と実施状況」、「脱炭素化に取り組む動機」、「脱炭素化の障壁」の５点に焦点を当て、
中小企業の脱炭素化の現状とその課題を掘り下げる。

■キーワード：�中小企業の脱炭素化、福岡市の脱炭素、アンケート、インタビュー

１．背景と目的：中小企業にとっての脱炭素
　国の主導により、GX（グリーントランスフォー
メーション）が今後 30 年間の政策の軸として推進
されている。この動きは、新たな産業の創出を目指
す旗印を掲げたと捉えられ、企業がその流れに乗る
かどうかが注目されている。しかしこれに対し、本
研究の一環として実施したインタビューの中で繰り
返し耳にしたのが、福岡市内ならびに近隣地域で事
業活動を営む中小企業の多くは、脱炭素への取り組
みが自分たちには関係ないと捉えているということ
である。補助金を活用して省エネ設備を導入する例
はあるが、その目的は固定費削減にとどまり、脱炭
素を意識しているわけではないことや、大企業や海
外企業が投資家からの資金を集めるための活動と捉
える意見も見られた（1,2）。飲食店や美容室のような
B2C 事業（企業が個人消費者に直接商品やサービ
スを提供する）では、事業効率の改善が優先される
傾向が強い一方で、製造業や部品供給など B2B 事
業（企業間の取引を主とする）にとっては、事業の
拡大や大手企業との連携には一定の関心が示されて

いる。また、人手不足から来る DX を通じた効率化
には感度が高いなど、中小企業特有の課題も多く確
認され、肌感覚で感じられる「身の回り」の課題と、

「脱炭素」をいかに紐づけて考えるか、見せていくか、
ということが重要と考えられる。
　本研究は、（公財）福岡アジア都市研究所（URC）
が実施する「ゼロカーボンシティ福岡へ向けた行動
変容に関する研究」の一環として実施され、中小企
業における脱炭素化の取り組みに関する現状と課題
を明らかにすることを目的としている。特に、脱炭
素化への取り組みが進まない要因や、それに対する
中小企業特有の意識や行動の特徴を分析する。また、
脱炭素化を促進するための具体的な施策や、地域レ
ベルでの連携の可能性について検討することを通じ
て、中小企業が持続可能な取組みに向けた具体的な
一歩を踏み出すための道筋を提示する。

２．研究手法
　本調査に着手して間もなく判明したのは、中小企
業を対象とした脱炭素化に関するアンケート調査
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が、過去２～３年の間に相当数実施されているとい
う事実である（3-10）。この背景として、大企業が脱炭
素に向けた取り組みを進める一方で、中小企業にお
ける気候変動問題への対応が遅れている現状がある
と推察される。大企業の脱炭素化によって社会全体
の CO₂ 削減が実現可能であるとする見解もあるが、
国内の中小企業による温室効果ガス（GHG）の排
出量は 1.2 億トンから 2.5 億トンに達すると推計さ
れており、これは日本全体の GHG 排出量の約 1 割
から２割弱に相当する（11）。
　さらに、福岡市を見ると、エネルギーの使用の合
理化等に関する法律（省エネ法）の規制対象事業者
の排出量は 85.9 万トン（2021 年）であり、地域全
体の排出量 609 万トンの約 14％に相当する（12）。大
規模産業が少ない福岡市では、中小企業を含め、温
室効果ガスの排出源が多岐にわたる。このため、地
域全体での脱炭素化を達成するには、中小企業を含
む幅広い主体の参加が不可欠である。このような状
況から、中小企業の取り組みの遅れは、地域全体の
脱炭素化における大きな課題となる。
　そこで本稿では、福岡市における中小企業の脱炭

素化の現状と課題を明らかにし、その取り組み状況
を把握するために、８つのアンケート調査結果を用
いる（表１）。さらに、統計データだけでは見えて
こない企業や関係機関の生の声を反映させるため、
行政機関、金融機関、地域経済団体、事業者など
14 の関係機関に対するインタビューを実施した（表 
２）。
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表表 2  イインンタタビビュューー先先⼀⼀覧覧 
分分野野  イインンタタビビュューー協協⼒⼒者者  実実施施⽇⽇  
⾏⾏政政  福岡市環境局 2024 年 4-11 ⽉ 
⾦⾦融融機機
関関  

⾦融機関 A 2024 年 9 ⽉ 30 ⽇ 
⾦融機関 B 2024 年 10 ⽉ 11 ⽇ 
⾦融機関 C 2024 年 10 ⽉ 18 ⽇ 
⾦融機関 D 2024 年 12 ⽉ 5 ⽇ 

地地域域経経
済済団団体体  

経済団体 A 2024 年 10 ⽉ 1, 24 ⽇ 
経済団体 B 2024 年 10 ⽉ 2 ⽇ 
経済団体 C 2024 年 10 ⽉ 1 ⽇ 

事事業業者者  事業者 A：電気業（300 ⼈以上） 2024 年 9 ⽉ 24 ⽇ 
事業者 B：情報サービス業（100
⼈以下） 

2024 年 9 ⽉ 24 ⽇ 

事業者 C：通信業（300 ⼈以上） 2024 年 7 ⽉ 25 ⽇ 
事業者 D：卸売業（100 ⼈以下） 2024 年 11 ⽉ 27 ⽇ 
事業者 E：製造業（100 ⼈以下） 2024 年 12 ⽉ 3 ⽇ 
事業者 F：情報サービス業（100
⼈以下） 

2024 年 12 ⽉ 9 ⽇ 

セセミミナナ
ーー等等  

福岡市内事業者の会合 2024 年 6 ⽉, 7 ⽉ 
経済同友会社会貢献セミナー 2024 年 10 ⽉ 29 ⽇ 
北九州 GX DAY 2024 年 11 ⽉ 26 ⽇ 
福岡市事業者向け脱炭素セミナー 2024 年 11 ⽉ 28 ⽇ 

 

表表 1  対対象象ととししたたアアンンケケーートト調調査査のの概概要要 
実実施施者者  ⽇⽇本本商商⼯⼯会会議議所所・・

東東京京商商⼯⼯会会議議所所  
⽇⽇本本政政策策⾦⾦融融公公庫庫
総総合合研研究究所所  

商商⼯⼯中中⾦⾦  フフォォーーババルル GGDDXX
リリササーーチチ研研究究所所  

株株式式会会社社野野村村総総合合
研研究究所所  

公公益益財財団団法法⼈⼈  九九
州州経経済済調調査査協協会会  

福福岡岡経経済済同同友友会会  公公益益財財団団法法⼈⼈福福岡岡
アアジジアア都都市市研研究究所所  

アアンンケケーー
トト名名  

中⼩企業の省エ
ネ・脱炭素に関す
る実態調査(3) 

中⼩企業の脱炭素
への取り組みに関
する調査(4) 

中⼩企業のカーボ
ンニュートラルに
関する意識調査(5) 

中⼩企業の脱炭素
に関する実態調査 
第⼀弾(6) 

カーボンニュート
ラルに関するアン
ケート調査（中⼩
企業向け）(7) 

2022 年度脱炭素
（カーボンニュー
トラル）に関する
企業アンケート(8) 

会員企業のカー
ボンニュートラ
ルをはじめとす
る環境保全への
意識調査(9) 

脱炭素の取り組み
に関するアンケー
トのお願い(10) 

⽬⽬的的  中⼩企業の省エ
ネ、脱炭素の取り
組み状況や課題に
ついて、中⼩企業
の実態を把握する 

中⼩企業の脱炭素
への取り組みの実
態を明らかにする 

中⼩企業のカーボ
ンニュートラルに
ついての意識調査 

中⼩企業の「脱炭
素経営」の実態を
明らかにする 

⽇本の消費者の環
境意識、および⽇
本の中⼩企業の脱
炭素の取組みの実
態を明らかにする 

福岡市内の事業者
の脱炭素の取組み
に関する実態を把
握する 

― 

地場企業における
今後の効果的な施
策検討 

調調査査時時期期  2024 年 3 ⽉ 20 ⽇
〜4 ⽉ 26 ⽇ 

2022 年 8 ⽉ 2023 年 7 ⽉ 1 ⽇
現在 

2023 年 10 ⽉ 16
⽇〜11 ⽉ 15 ⽇ 

2021 年 11 ⽉ 2022 年８⽉ 22 ⽇
〜2022 年９⽉ 13
⽇ 

2024 年 7 ⽉ 2024 年 11 ⽉ 

対対象象  中⼩企業 （全国
47 都道府県）
15,242 社 

従業者数 5 ⼈以上
299 ⼈以下の中⼩
企業（不動産賃貸
業は除く） 

取引先中⼩企業 全国の中⼩企業経
営者 

⽇本の中⼩企業の
経営者・会社役員
の男⼥個⼈（パー
ト・アルバイトを
含めた従業員数が
250 ⼈未満の企
業） 

福岡市内の省エネ
法の規制対象事業
者（特定事業者及
び指定⼯場）194
社  

会員 369 社 福岡中⼩企業経営
者協会会員、福岡
商⼯会議所グリー
ン成⻑委員会委員 

回回答答者者数数  2,139 社（回答
率：14.0％） 

1,666 社 有効回答数 5,233
社 

有効回答数：600
⼈ 

1532 サンプル 72 社（37.1％）  66 社（18％） 37 社 

そそのの他他  調査⽅法：WEB
回答 
回答商⼯会議所
数：200 商⼯会議
所 

調査⽅法：インタ
ーネット調査 

調査⽅法：調査票
（郵便で返送）ま
たは WEB画⾯で
の回答 

ウェブでのアンケ
ートを実施し、回
答を分析 

実施⽅法：Web ア
ンケート 

調査⽅法：郵送及
び Web  

メールフォーム
による回答受付 

ウェブアンケート 

 

表１　対象としたアンケート調査の概要
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1532 サンプル 72 社（37.1％）  66 社（18％） 37 社 

そそのの他他  調査⽅法：WEB
回答 
回答商⼯会議所
数：200 商⼯会議
所 

調査⽅法：インタ
ーネット調査 

調査⽅法：調査票
（郵便で返送）ま
たは WEB画⾯で
の回答 

ウェブでのアンケ
ートを実施し、回
答を分析 

実施⽅法：Web ア
ンケート 

調査⽅法：郵送及
び Web  

メールフォーム
による回答受付 

ウェブアンケート 

 

表２　インタビュー先一覧
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　分析の枠組みとしては、中小企業の脱炭素に関す
る現状と課題を明確にするために、「気候変動に起
因する影響の程度」、「脱炭素以外の課題」、「脱炭素
化への意識と実施状況」、「脱炭素化に取り組む動
機」、「脱炭素化の障壁」の５点を整理する。

３．中小企業の脱炭素に関する現状と課題
3.1. 気候変動に起因する影響の程度
　中小企業は、気候変動などに関連する世の中の動
きをどのように受け止めているのだろうか。商工組
合中央金庫（商工中金）が実施した調査において、
カーボンニュートラルに関する６つの想定事象につ
いて「好影響、悪影響、影響なし」を選択する問い
が提示された。2021 年から 2023 年の２年間にエネ
ルギーコストへの懸念が高まっていることが確認で
きる（図１）。また、日本商工会議所・東京商工会
議所が行った調査では、エネルギー価格の上昇が与
える影響を業種別に分析している。それを見ると、
運輸業、製造業、宿泊・飲食業において特に深刻な
影響を受けていることがわかる（図２）。運輸業では、

「影響が深刻で、事業の継続が不安」と感じている
企業や、「コスト削減だけでは対応できないほど影

響が大きい」と答えた企業が全体の 80％を超えて
いる。このような影響は、運輸業だけでなく、他の
業種にも波及し、価格の引き上げや事業そのものの
存続にも影響を及ぼす可能性があると考えられる。
3.2. 脱炭素以外の課題
　上述の通り、中小企業にとって、エネルギー高騰
や気候変動に関連する事象による影響は大きい一
方で、それ以外にも多くの課題を抱えている。中小
企業が直面する課題として、人材の問題が挙げられ
る（図３）。零細企業ではコスト面が重視される傾
向がある一方で、中堅企業においては人材の確保や
育成が特に深刻な課題となっている。健康経営（従
業員の心身の健康を支えることを企業戦略の一部
として取り入れる考え方）に配慮したり、働きやす
いオフィスを目指し、きれいなトイレや卓球台の設
置など、長く働いてもらえる環境作りへの関心が挙
げられる（13）。中には、人材確保はすでに厳しいも
のとして捉え、DX による機械化を検討する企業も
見られる。さらに小さな、パン屋、クリーニング屋
といった規模では、設備補助や取引価格の適正化、
DX などへの関心が見られるという（13）。
　また、日頃から企業の経営者らと接する地方銀行
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3.2. 脱炭素以外の課題 
上述の通り、中小企業にとって、エネルギー高騰

などの気候変動に関連する事象による影響は大きい

一方で、それ以外にも多くの課題を抱えている。中

小企業が直面する課題として、特に中堅企業では人

材の問題が挙げられる（図 3）。健康経営（従業員

の心身の健康を支えることを企業戦略の一部として

 
図図 1 関関連連すするる事事象象へへのの影影響響（（好好影影響響・・悪悪影影響響）） 

出所：商⼯中⾦「中⼩企業のカーボンニュートラルに関する意識調査」（2023年 7

⽉） 

 

図図 2 エエネネルルギギーー価価格格上上昇昇がが経経営営にに与与ええてていいるる影影響響ににつついいてて（（業業種種別別集集計計）） 

出所：⽇本商⼯会議所・東京商⼯会議所「中⼩企業の省エネ・脱炭素に関する実態調査」

（2024年 6⽉ 25⽇） 

図１　関連する事象への影響（好影響・悪影響）
出所：商⼯中⾦「中⼩企業のカーボンニュートラルに関する意識調査」
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の担当者によれば、脱炭素に関する議論において、
関心の高い企業の中には「今さら」という感覚すら
持たれることもある。ただし、多くの中小企業では、
資金繰りや他の経営課題の解決が優先され、脱炭素
に向けた取り組みは依然として後回しにされる傾向
が強い状況にある（14）。規制として行動が義務化さ
れているわけではないため、脱炭素が最優先課題と
なりにくいと考えられる。

3.3. 脱炭素化への意識と実施状況
　脱炭素に向けた取り組みの必要性について、福岡
市内の省エネ法の規制対象事業者（特定事業者及び
指定工場）に対するアンケートでは、95％以上が取
り組む必要性を認識しており、「必要がない」は０
回答という結果であった（図４）。また、福岡経済
同友会実施の調査においても、カーボンニュートラ
ル達成のための「企業活動・ビジネス」としての取
り組みについて、89.4％が「すでに取り組んでいる」
と回答し、前回調査（2023 年度）と比較し、11.8
ポイント上昇している（表３）。具体的な脱炭素へ
の取り組みとしては、省エネ対策にとどまらず、脱
炭素型の製品やサービスの開発、新規事業への参入
など、ビジネスチャンスとして積極的に捉える動き
が多く見られる。通常業務における取り組みとして
は、ペーパーレス化や再生紙のコピー用紙利用、照
明・空調の取り替え、デマンド監視による電力ピー
クカット、ペットボトル飲料の原則禁止など多様な
取り組みが実施されている。
　また、脱炭素に向けた取り組みの進捗状況や意識
の高まりには、業界や地域ごとに温度差が存在す
ると考えられる。例えば、自動車産業が盛んな地
域では、CO2 可視化ツールに対する関心が高い一方
で、福岡エリアでは、その必要性や意義が理解され
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図図 3 中中⼩⼩企企業業がが脱脱炭炭素素ビビジジネネススにに取取りり組組むむ上上
ででのの課課題題 

出所：⽇本政策⾦融公庫 総合研究所「中⼩企業の脱炭

素への取り組みに関する調査」（2023年） 

 
図図 4 脱脱炭炭素素にに関関すするる取取りり組組みみのの必必要要性性 

出所：福岡市 2022年度 脱炭素（カーボンニュートラ

ル）に関する企業アンケート 

 

表表 3  脱脱炭炭素素にに向向けけたた「「企企業業活活動動・・ビビジジネネスス」」
ととししててのの取取りり組組みみのの実実施施状状況況 

回回答答 2023年年度度
（（N=85）） 

2024年年度度
（（N=66）） 

すでに取り組んでいる 77.6％ 89.4％ 
特に取り組んでいることはない
が、今年 1年以内に取り組む予定 5.9％ 1.5％ 

特に取り組む予定はない 16.5％ 9.1％ 
合合計計 100.0％％ 100.0％％ 

出所：福岡経済同友会社会貢献委員会「会員企業のカ

ーボンニュートラル、環境保全に関する意識調査結果

（2024年度）」 

図３　中小企業が抱える一般的な課題
出所：�⽇本政策⾦融公庫総合研究所「中⼩企業の脱炭素への取り組

みに関する調査」
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図２　エネルギー価格上昇が経営に与えている影響について（業種別集計）
出所：⽇本商⼯会議所・東京商⼯会議所「中⼩企業の省エネ・脱炭素に関する実態調査」
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にくい（15）。また、製造業等のサプライチェーンに
組み込まれている企業において脱炭素が優先的に取
り組まれている傾向も見られる。2023 年３月に策
定されたカーボンフットプリントガイドライン（経
済産業省・環境省）にて提示されているように、原
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2024年年度度
（（N=66）） 

すでに取り組んでいる 77.6％ 89.4％ 
特に取り組んでいることはない
が、今年 1年以内に取り組む予定 5.9％ 1.5％ 

特に取り組む予定はない 16.5％ 9.1％ 
合合計計 100.0％％ 100.0％％ 

出所：福岡経済同友会社会貢献委員会「会員企業のカ

ーボンニュートラル、環境保全に関する意識調査結果

（2024年度）」 

図４　脱炭素に関する取り組みの必要性
出所：�公益財団法人九州経済調査協会「2022 年度脱炭素（カーボ

ンニュートラル）に関する企業アンケート」
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取り入れる考え方）に配慮したり、働きやすいオフ

ィスを目指し、きれいなトイレや卓球台の設置など、

長く働いてもらえる環境作りへの関心が挙げられる

(5)。中には、人材確保はすでに厳しいものとして捉

え、DX による機械化を検討する企業も見られる。

さらに小さな、パン屋、クリーニング屋といった規

模では、設備補助や取引価格の適正化、DX などへ

の関心が見られるという(5)。 

また、日頃から企業の経営者らと接する地方銀行

の担当者によれば、脱炭素に関する議論において、

関心の高い企業の中には「今さら」という感覚すら

持たれることもある。ただし、多くの中小企業では、

資金繰りや他の経営課題の解決が優先され、脱炭素

に向けた取り組みは依然として後回しにされる傾向

が強い状況にある(6)。規制として行動が義務化され

ているわけではないため、脱炭素が最優先課題とな

りにくいと考えられる。 

 
 

3.3. 脱炭素化への意識と実施状況 
脱炭素に向けた取り組みの必要性について、福岡

市内の省エネ法の規制対象事業者（特定事業者及び

指定工場）に対するアンケートでは、95％以上が取

り組む必要性を認識しており、「必要がない」は 0

回答という結果であった（図 4）。また、福岡経済

同友会実施の調査においても、カーボンニュートラ

ル達成のための「企業活動・ビジネス」としての取

り組みについて、89.4％が「すでに取り組んでいる」

と回答し、前回調査（2023年度）と比較し、11.8ポ
イント上昇している（表 1）。具体的な脱炭素への

取り組みとしては、省エネ対策にとどまらず、脱炭

素型の製品やサービスの開発、新規事業への参入な

ど、ビジネスチャンスとして積極的に捉える動きが

多く見られる。通常業務における取り組みとしては、

ペーパーレス化や再生紙のコピー用紙利用、照明・

空調の取り替え、デマンド監視による電力ピークカ

ット、ペットボトル飲料の原則禁止など多様な取り

組みが実施されている。 

また、脱炭素に向けた取り組みの進捗状況や意識

の高まりには、業界や地域ごとに温度差が存在する

 
図図 3 中中⼩⼩企企業業がが脱脱炭炭素素ビビジジネネススにに取取りり組組むむ上上
ででのの課課題題 

出所：⽇本政策⾦融公庫 総合研究所「中⼩企業の脱炭

素への取り組みに関する調査」（2023年） 

 
図図 4 脱脱炭炭素素にに関関すするる取取りり組組みみのの必必要要性性 

出所：福岡市 2022年度 脱炭素（カーボンニュートラ

ル）に関する企業アンケート 

 

表表 3  脱脱炭炭素素にに向向けけたた「「企企業業活活動動・・ビビジジネネスス」」
ととししててのの取取りり組組みみのの実実施施状状況況 

回回答答 2023年年度度
（（N=85）） 

2024年年度度
（（N=66）） 

すでに取り組んでいる 77.6％ 89.4％ 
特に取り組んでいることはない
が、今年 1年以内に取り組む予定 5.9％ 1.5％ 

特に取り組む予定はない 16.5％ 9.1％ 
合合計計 100.0％％ 100.0％％ 

出所：福岡経済同友会社会貢献委員会「会員企業のカ

ーボンニュートラル、環境保全に関する意識調査結果

（2024年度）」 

表３　�脱炭素に向けた「企業活動・ビジネス」として
の取り組みの実施状況

出所：�公益財団法⼈九州経済調査協会「2022 年度脱炭素（カーボ
ンニュートラル）に関する企業アンケート」

材料の調達から生産、流通、使用、廃棄・リサイ
クルまで各プロセスの GHG 排出量の算出が求めら
れる（16）。九州エリアで言えば、日鉄やトヨタ九州
のサプライヤーなどの関連下請け事業者が存在す
る。ただし、主に親会社と下請け企業との取引にお
ける公正な取引条件を確保する「下請代金支払遅延
等防止法（下請法）」の存在もあり、サプライヤー
に対して強制的な要求を行うことは難しく、企業
はあくまで協力を促進する形にとどまる（14）。一方
で、サプライチェーンの上流に位置するメーカー等

図５　規模別の脱炭素取り組み内容
出所：公益財団法人九州経済調査協会「2022 年度脱炭素（カーボンニュートラル）に関する企業アンケート」

不要な照明の消灯や設備機械の電源オフ

高効率照明、省エネ設備への切替え

冷暖房の温度設定などによる電力使用量の削減

廃棄物の抑制や資源ごみのリサイクルなど

３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）の実施

太陽光発電など発電設備の導入

環境に配慮した新製品・サービスの開発・販売

環境負荷の少ない原材料や部品の利用

再生可能エネルギー由来電力の購入

電気自動車・燃料電池自動車

・プラグインハイブリッド自動車の導入

環境技術への研究開発・投資

クレジット制度（ 等の排出削減量や、適切な森林管理による

等の吸収量を「クレジット」として国が認証する制度）への参加

その他

無回答

％

全体 人以下 人～ 人 人以上

図６－１ 脱炭素の取組み内容（検討含む）（従業員規模別）

※全体の回答は 件であるが、内 件については規模別の従業員数が不明であ

るため、本グラフには計上していない。
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が SCOPE 3 への対応を行う際に、下請け企業にツー
ルの提供などの支援を行いつつ排出量の計測を求め
る動きも見られる。
　企業の CO2 削減への取り組みは、大別して３つ
のステージに分けられる。第一に、従業員が個々に
行う省エネ活動があり、次に、企業が高効率な設備
導入など日常業務で実施する施策、さらに、環境配
慮型の製品 · サービスの開発など、本業への組み込
みである。不要な照明の消灯等の省エネ活動や高効
率照明・設備への切り替えについては、規模に関わ
らずほとんどの事業者で実施されているものの、太
陽光発電の導入や EV の導入など多大な初期投資が
必要な取り組みは大規模事業者が多い（図５）。環
境負荷の低い燃料への変更（製造業等）や環境に配
慮した製品・サービスの開発など本業への組み込み
についても大規模事業者が中心となる。また、取り
組み内容を業種別で見ると、情報通信業・卸売業で
は、「人の移動抑制」の実施割合が高く、「リサイク
ル」については、多くの業種で実施されている（図
６）。このように、脱炭素の取り組みは、業種別に
効果的な取り組みや実施可能な取り組みが異なるこ
とから、業種別の傾向を詳しく見る必要がある。
　さらに気になる点は、省エネ対策等の削減努力は

いずれの企業においても確認されるものの、自社の
温室効果ガス排出量の算定が進んでいないというこ
とである（7）。URC が福岡中小企業経営者協会・福
岡商工会議所の会員向けに実施した調査を見ると、
社員の省エネ行動や省エネ設備への転換は多くの企
業で取り組まれているものの、エネルギー使用量・
CO2 排出量の計測は７割近くが実施に至っていない

（図７）。つまり、排出状況を把握しないまま何らか

6 

の省エネ行動や省エネ設備への転換は多くの企業で

取り組まれているものの、エネルギー使用量・CO2
排出量の計測は 7割近くが実施に至っていない（図 

5）。つまり、排出状況を把握せずに何らかの取り組

みが先行していることがわかる。

4. 脱炭素化に取り組む動機
金融機関へのインタビューによると、脱炭素融資

などを受けて取り組みを進めている企業の多くは、

「脱炭素に取り組む必要性は感じていたが、これま

で具体的な行動には移せていなかった」といった認

識を持っていたところが多いという(7)。このような

企業が何を契機として脱炭素を意識するようになっ

たのか、また、まだ取り組みを始めていない企業に

対しては、どのような動機づけが効果的なのかを明

らかにすることが、政策の有効性を高めるために重

要となる。脱炭素に取り組む理由は企業の規模や業

種、抱えている課題により異なる可能性が高い。こ

こでは、従業員規模ごとに、それぞれが持つ動機や

取り組みの理由を探る。

まず、SDGs 対応や企業の社会的責任（CSR）と

いった環境的・社会的意義が、事業規模を問わず最

も重要視されている（図 8）。次に、政府方針や規

制遵守の必要性など法規制への対応が挙げられる。

ただし、これらは中規模・大規模事業者にとっては

主要な動機である一方、小規模事業者にとっては法

規制の遵守が必ずしも強い動機とはなっていない。

図図 6  業業種種別別のの脱脱炭炭素素取取りり組組みみ状状況況 

出所：⽇本政策⾦融公庫 総合研究所「中⼩企業の脱炭素への取り組みに関する調査」（2023 年） 

図図  77  脱脱炭炭素素取取りり組組みみ内内容容とと実実施施状状況況  

出所：福岡市 2022 年度 脱炭素（カーボンニュートラ

ル）に関する企業アンケート 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

エネルギー使用量・

CO2排出量の計測

カーボンニュートラルへ

向けた方針・方策の策定

カーボンニュートラルを

意識した製品・サービス

の開発や仕様の変更

省エネ設備への転換

業務効率化による

エネルギー消費の抑制

社員の省エネ行動の推奨

全面的に実施している 一部で実施している

実施の計画（予定）がある 実施していない

図７　脱炭素取り組み内容と実施状況
出所：�公益財団法⼈福岡アジア都市研究所「脱炭素の取り組みに関

するアンケート」

 
 

 6 

の省エネ行動や省エネ設備への転換は多くの企業で

取り組まれているものの、エネルギー使用量・CO2
排出量の計測は 7割近くが実施に至っていない（図 

5）。つまり、排出状況を把握せずに何らかの取り組

みが先行していることがわかる。 

 

4. 脱炭素化に取り組む動機 
金融機関へのインタビューによると、脱炭素融資

などを受けて取り組みを進めている企業の多くは、

「脱炭素に取り組む必要性は感じていたが、これま

で具体的な行動には移せていなかった」といった認

識を持っていたところが多いという(7)。このような

企業が何を契機として脱炭素を意識するようになっ

たのか、また、まだ取り組みを始めていない企業に

対しては、どのような動機づけが効果的なのかを明

らかにすることが、政策の有効性を高めるために重

要となる。脱炭素に取り組む理由は企業の規模や業

種、抱えている課題により異なる可能性が高い。こ

こでは、従業員規模ごとに、それぞれが持つ動機や

取り組みの理由を探る。 

まず、SDGs 対応や企業の社会的責任（CSR）と

いった環境的・社会的意義が、事業規模を問わず最

も重要視されている（図 8）。次に、政府方針や規

制遵守の必要性など法規制への対応が挙げられる。

ただし、これらは中規模・大規模事業者にとっては

主要な動機である一方、小規模事業者にとっては法

規制の遵守が必ずしも強い動機とはなっていない。 

   

図図 6  業業種種別別のの脱脱炭炭素素取取りり組組みみ状状況況 

出所：⽇本政策⾦融公庫 総合研究所「中⼩企業の脱炭素への取り組みに関する調査」（2023 年） 

 

図図  77  脱脱炭炭素素取取りり組組みみ内内容容とと実実施施状状況況  

出所：福岡市 2022 年度 脱炭素（カーボンニュートラ

ル）に関する企業アンケート 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

エネルギー使用量・

CO2排出量の計測

カーボンニュートラルへ

向けた方針・方策の策定

カーボンニュートラルを

意識した製品・サービス

の開発や仕様の変更

省エネ設備への転換

業務効率化による

エネルギー消費の抑制

社員の省エネ行動の推奨

全面的に実施している 一部で実施している

実施の計画（予定）がある 実施していない

図６　業種別の脱炭素取り組み状況
出所：⽇本政策⾦融公庫総合研究所「中⼩企業の脱炭素への取り組みに関する調査」
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の取り組みが先行していることがわかる。

４．脱炭素化に取り組む動機
　金融機関へのインタビューによると、脱炭素融資
などを受けて取り組みを進めている企業の多くは、

「脱炭素に取り組む必要性は感じていたが、これま
で具体的な行動には移せていなかった」といった認
識を持っていたところが多いという（15）。このよう
な企業が何を契機として脱炭素を意識するように
なったのか、また、まだ取り組みを始めていない企
業に対しては、どのような動機づけが効果的なのか
を明らかにすることが、政策の有効性を高めるため
に重要となる。脱炭素に取り組む理由は企業の規模
や業種、抱えている課題により異なる可能性が高い。
ここでは、従業員規模ごとに、それぞれが持つ動機
や取り組む理由を探る。
　まず、SDGs 目標への対応や企業の社会的責任

（CSR）といった環境的・社会的意義が、事業規模
を問わず最も重要視されている（図８）。次に、政
府方針や規制遵守の必要性など法規制への対応が挙

げられる。ただし、これらは中規模・大規模事業者
にとっては主要な動機である一方、小規模事業者に
とっては法規制の遵守が必ずしも強い動機とはなっ
ていない。
　さらに、電気料金の削減や将来的な規制リスクの
軽減といったコスト削減の観点が続く。これに加え、
自社ブランドの強化や認知度向上、ビジネスチャン
スの拡大といった経営戦略的意義が続いている。ま
た、取引先からの要請に応えることが中小企業に
とっての動機の一つとなっている。特に中小企業に
おいては、エネルギー高騰などによるマイナスの影
響を受けつつも、コスト削減やビジネスチャンスの
拡大など自社の経営への直接的なメリットよりも、
社会的意義としての位置付けが強いことがわかる。
4.1. 経営リスクの排除としての脱炭素
　脱炭素の取り組みには地域や業種によって温度差
があることは先に述べた。一方で、企業の取り組み
自体は年々、あるいはさらに速いペースで進展して
いる。脱炭素への対応を怠れば重大な問題に直面す
る可能性があると指摘される。
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さらに、電気料金の削減や将

来的な規制リスクの軽減といっ

たコスト削減の観点が続く。こ

れに加え、自社ブランドの強化

や認知度向上、またビジネスチ

ャンスの拡大といった経営戦略

的意義も挙げられる。最後に、

取引先からの要請に応えること

が特に中小企業にとっての動機

の一つとして確認される。特に

中小企業においては、エネルギ

ー高騰などによるマイナスの影

響を受けつつも、コスト削減や

ビジネスチャンスの拡大など自

社の経営への直接的なメリット

よりも、社会的意義としての位

置付けが強いことがわかる。 

 

4.1. 経営リスクの排除とし
ての脱炭素 

脱炭素の取り組み度合いに地域や業種によって温

度差があることは先に述べた。しかし、年々、ある

いはもっと早いペースで、その波は広がっている。

脱炭素への対応を怠れば重大な問題に直面する可能

性があると指摘される。 

例えば、世界最大の資産運用会社であるブラック

ロックは、ESG基準に基づく投資方針を強化し、環

境負荷の大きい事業への投資を縮小している。同社

は、化石燃料関連企業に対して特に厳しい姿勢をと

っており、これにより脱炭素化への対応が遅れてい

る企業は資金調達に苦しむケースが出ている。なお、

ブラックロックが石炭火力発電分野への投資を縮小

する理由は、そうした分野は炭素排出量が多く経済

的な競争力が低下していること、環境への影響によ

り規制の対象となりやすいこと、世界的なエネルギ

ー転換の加速に伴い長期的な投資としての経済合理

性が乏しいことであり(10)、いずれも社会的責任な

どではなく、あくまでも長期的視野における経営的

な判断であることが明確にされている。 

国内においても、2019年、三菱UFJフィナンシャ

ルグループが石炭火力発電への新設のファイナンス

を停止する方針を発表し、その後、みずほフィナン
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図図 8 脱脱炭炭素素にに取取りり組組むむ動動機機 

出所：福岡市 2022年度 脱炭素（カーボンニュートラル）に関する企業アンケート 

図８　脱炭素に取り組む動機
出所：公益財団法⼈九州経済調査協会「2022 年度脱炭素（カーボンニュートラル）に関する企業アンケート」
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　例えば、世界的な IT 企業である Apple は、脱炭
素化を経営戦略の柱としている。同社はすでに自
社のカーボンニュートラルに達成しており、さらに
2030 年までに、IPCC（Intergovernmental Panel on 
Climate Change の略、日本語では「気候変動に関
する政府間パネル」と呼ばれる。）の目標より 20 年
早く、サプライチェーン全体を含むカーボンフット
プリントをネットゼロにする計画を掲げている（17）。
Apple がこのような積極的な脱炭素化戦略を採用す
る理由は、単なる社会的責任の遂行にとどまらない。
気候変動リスクへの対応は、サプライチェーンの安
定性確保、規制対応コストの最小化、消費者の環境
意識の高まりに対応した製品開発など、長期的な事
業継続性と競争力維持に直結する経営判断である（18）。
さらに、Apple の取り組みは、サプライチェーン全
体に波及効果をもたらしている。多くの中小企業が
Apple のサプライヤーとして、脱炭素化への取り組
みを求められることで、業界全体の脱炭素化が加速
している。このように、Apple の事例は、脱炭素化
が単なる社会貢献ではなく、経営リスクの回避と新
たな成長機会の創出につながる戦略的な経営判断で
あることを示している。
　また、日本は、鉄鋼、化学、セメントなどエネル
ギー集約型産業が多く、これらの業界が国際競争力
を維持しつつ脱炭素化を進める必要があることが指
摘される（19）。2021 年、金融庁・環境省・経産省は、 
“ 直ちに脱炭素化が困難な産業・企業の ”、省エネ
やエネルギー転換などへの「移行」を後押しするた
めの「トランジション・ファイナンス」を提示し、

「クライメート・トランジション・ファイナンスに
関する基本指針」を策定した。他国では、これらの
産業に対する厳しい規制を先行させる場合もある一
方で、日本では移行を支援する立場を明確にしてい
ると言える。こうした支援枠組みと足並みを揃えて
業界の移行が進んでいくと考えられる。
　このように、世界的な潮流は確実に日本にも浸透
しつつあり、脱炭素に関する規制や期待が着実に強
まっている。もはや社会的責任の観点のみならず、
経営リスクの回避と合理的な経営判断として脱炭素
への取り組みが求められる状況にあると言える。

4.2. 取引先からの要請
　日本商工会議所が実施したアンケート調査では、
取引先の要請で脱炭素に取り組む企業は 15.4％、同
様に、日本政策金融公庫の調査では 5.8％、商工中
金の調査では全体で 18.0％（製造業：24.6％、非製
造業：15.1％）、フォーバル GDX では 13.7％、野村
総合研究所 14％、九州経済調査協会 26.1％という
結果であった。調査対象企業の規模や業種によって
ばらつきはあるものの（対象は九州経済調査協会調
査を除き全て中小企業）、１割以上が外部からの要
請を受けて対応に追われていることがわかる。
　これに対し、大手企業は、SCOPE 3（企業のバ
リューチェーン全体における間接的な温室効果ガス
排出量）の削減を見込んだ取引先の脱炭素化に向け
た協議を進めており、今後その要請は増加すると予
想される（20,21）。こうした動きの裏には、大手企業
のサステナビリティ情報開示の義務化の動きがあ
る。2023 年６月に、国際サステナビリティ基準審
議会（ISSB）が策定した基準が国際的なサステナ
ビリティ情報の開示基準として設定され、各国での
適用が進むことが予想される。欧州では既に ISSB
基準と互換性のある基準での開示が始まっており、
日本企業においても、国際的な比較可能性を確保し、
投資家との対話を促進して中長期的な企業価値向上
につなげるため、ISSB 基準と同等の開示基準が求
められる（22）。2027 年頃からプライム市場上場企業
を対象に適用が開始され、その後段階的に対象範囲
が広がる見込みである（22）。
　大手企業にとって、取引先とは設備敷設などの大
型受注先だけでなく、材料調達や資材配送、さらに
は文房具等の納品先までを含む調達部門に登録され
ているすべての企業を指す。そのため、中小企業も、
大手企業や脱炭素に積極的に取り組む取引先からの
要請に備える必要があるだろう。
4.3. 銀行からの働きかけ
　さらに、大手企業のみならず、サプライチェーン
に乗らない事業者にとっても重要な取引先となる地
元金融機関からの働きかけも考えられる。国連環境
計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）は、2019年に、
金融機関がその融資や投資活動を通じて、持続可能
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な開発目標（SDGs）やパリ協定の目標に沿った事業
活動を推進するための指針として「責任銀行原則」

（Principles for Responsible Banking, PRB）を策定し
た。PRB は、気候変動影響によるリスクを分析す
るのではなく、社会的な目標に対する貢献度の分析
を行うものとされ、包括的なフレームワークのもと、
責任のある銀行業務の遂行が期待される（23）。2024
年 11 月現在、世界で 345 行以上の金融機関が署名
をしており、署名機関の総資産規模は98.7兆米ドル、
世界の銀行資産総額に占める割合は約 54% にのぼ
る（24）。日本においても、地銀を含む 10 行が名を連
ねている（24）。
　また、銀行が組織として排出削減目標を達成する
うえで特に重要とされるのが、SCOPE 3 のうちカ
テゴリー 15「投融資を通じた排出量（ファイナン
スド・エミッション）」に関連する排出量の削減で
ある。例えば、PRB に早期に署名した滋賀銀行が
公開しているデータでは、SCOPE 1 〜 3 の排出量
の中で、SCOPE 3 が全体の 99.98％を占めており、
その大部分がカテゴリー 15 であることがわかる（25）。
銀行がカテゴリー 15 に対応することは、単なる目
標設定にとどまらず、取引先の排出量を正確に把握
し、その削減に向けた具体的な行動を支援すること
が求められる。つまり、銀行は、中小企業を含む取
引先の排出量把握から始まり、具体的な削減目標設
定、削減に向けたアプローチの計画策定実施などの
支援に移ることが予想される。
　金融機関および投融資分野でのサステナビリティ
への取り組みは年々、活発化・具体化が進んでい

る。2024 年 11 月にアゼルバイジャンで開かれた
COP29 は「ファイナンスの COP」と呼ばれ、すで
に、CO2 削減についての話題は既定路線として扱わ
れ、食糧・都市・デジタルなど様々な分野でファイ
ナンスをつけていくための具体的な検討が展開され
た（26,27）。こうした動きは今後も一層加速すると予
測されており、中小企業が取引する金融機関におい
ても、関連融資の増加や排出量計測に関する働きか
けなど、新たな対応が求められることが予想される。

５．脱炭素化の障壁
5.1. 共通する課題
　中小企業における脱炭素化の課題についての調査
結果を見ると、省エネ設備の購入や投資に向けた資
金の不足がトップに上がり、削減方法などの情報の
不足、人材不足が続く（図９）。何から手をつけた
ら良いかわからないなど課題自体の特定が難しい状
況も見られる。つまり、環境省が推進する脱炭素経
営の３ステップ「知る」「測る」「減らす」の最初の
段階でつまづいていることになる。日本商工会議所・
東京商工会議所による調査においても、マンパワー・
ノウハウの不足が最も多く、脱炭素の取り組みを進
めることの難しさが表れている（図 10）。
　例えば、ISSB やグローバルコンパクトなど、グ
ローバルな水準で設定される原則等は、モニタリン
グから排出計測、整合・適合、野心性の有無などを
細かに報告し、格付け会社のお墨付きが与えられる
が、こうしたプロセスには専門的知識や時間・お金
など多くの労力が必要とされ、中小企業にはハード
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図図 9 中中⼩⼩企企業業ににおおけけるる脱脱炭炭素素化化のの課課題題 

出所：野村総合研究所：カーボンニュートラルに関するアンケート調査（中⼩企業向

け）（2021） 

 

図図 10 中中⼩⼩企企業業ににおおけけるる脱脱炭炭素素化化のの課課題題 

出所：⽇本商⼯会議所・東京商⼯会議所「中⼩企業の省エネ・脱炭素に関する実態調

査」（2024年 6⽉ 25⽇））（2021） 

 

図９　中小企業における脱炭素化の課題
出所：野村総合研究所：カーボンニュートラルに関するアンケート調査（中小企業向け）
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ルが高い。まずは、脱炭素経営の意義や、自社に
とっての課題、有効なアプローチ等、順を追って理
解し、段階的に実行できるよう支援することが求め
られる。
5.2. 個社対応の難しい課題
　アンケート調査では、各企業の取り組み状況が明
らかにされているが、脱炭素への取り組みには、単
独の企業だけでは難しい課題も多く存在している。
一例として、再生可能エネルギーの導入や省エネ設
備の更新といった脱炭素の取り組みは、自社ビルを
所有する企業にとっては実施しやすいが、オフィス
ビルをテナントとして借りている企業にとっては権
限が限られているため、取り組みが難しいという現
実がある。例えば、東京 23 区における上場企業の
自社ビル保有率は 2013 年に 26％だったが、2023 年
には 18％に減少している（28）。また、再生可能エネ
ルギー導入への関心を比較すると、ビルオーナーが
46％であるのに対し、テナント企業は 57％と、テ
ナントの方が高い関心を示している（29）。このこと
から、テナント企業が脱炭素に取り組むためには、
ビルオーナーとの協力を通じて取り組みを進める必
要があるといえる。さらに、日本に進出する企業の
多くは、持続可能な経営を目指し、省エネ性能の高
いビルや、環境に配慮した設計が施されたオフィス
を選ぶ傾向にある。建物の環境認証制度は、企業や
投資家にとって不動産選定の重要なツールとなって
おり、賃料や価格にポジティブな効果を与えること
も実証されており（30）、ビルオーナーにとってもメ

リットの高い取り組みであると言える。
　同様に、地域特有の課題として、脱炭素の推進に
おいて、福岡市は製造業の割合が比較的低い地域で
あるが、製造業が存在する場合でも、主にサプライ
チェーンにおいて Tier1（最終製品メーカーに直接
部品やサービスを提供する一次サプライヤー）よ
り下位に位置付けられる企業が多い（14）。このため、
商材の変更や製造プロセスの見直しといった脱炭素
に向けた取り組みが、下請け企業単独の意思決定で
は困難となる。これらの企業は、親会社の方針や市
場の動向といった外部要因に強く依存する特性を
持っている。こうした、地域特性を把握した上で、
有効なアプローチを模索することが必要である。

６．まとめ
　企業の脱炭素の取り組みは、個人レベル、組織レ
ベルに分けられ、組織レベルには日常業務における
行動と、経営戦略に組み込む「本業」としての取り
組みがある。より下段になるほど脱炭素インパクト
が高く、収益など会社が受けるメリットも高くなる
ことが予想される。また、企業が脱炭素製品やサー
ビスを取り入れることに躊躇する理由として、消費
者ニーズがないから、ということがよく聞かれるが、
消費者側の立場から見ると、売っていない（選択肢
がない）から、ということになる。こうした「にわ
とりとたまご」の問題に終止符を打つためには、市
場に選択肢を生み出すことが先決であることも言わ
れ始めている（31）。
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日本に進出する企業の多くは、

持続可能な経営を目指し、省

エネ性能の高いビルや、環境

に配慮した設計が施されたオ

フィスを選ぶ傾向にある。建

物の環境認証制度は、企業や

投資家にとって不動産選定の

重要なツールとなっており、

賃料や価格にポジティブな効

果を与えることも実証されお

り(21)、ビルオーナーにとっ

てもメリットの高い取り組み

であると言える。 

同様に、地域特有の課題と

 

図図 9 中中⼩⼩企企業業ににおおけけるる脱脱炭炭素素化化のの課課題題 

出所：野村総合研究所：カーボンニュートラルに関するアンケート調査（中⼩企業向

け）（2021） 

 

図図 10 中中⼩⼩企企業業ににおおけけるる脱脱炭炭素素化化のの課課題題 

出所：⽇本商⼯会議所・東京商⼯会議所「中⼩企業の省エネ・脱炭素に関する実態調

査」（2024年 6⽉ 25⽇））（2021） 

 

図 10　中小企業における脱炭素化の課題
出所：日本商工会議所・東京商工会議所「中小企業の省エネ・脱炭素に関する実態調査」
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　産業別に見ると、脱炭素への取り組みが進んでい
る自動車産業などの分野では、下請け企業を含めて
意識の醸成が進んでおり、自動車産業が盛んな地域
では、脱炭素関連融資の売り上げが高いことが確認
されている。一方で、卸売・小売業界は依然として
脱炭素へのプレッシャーが少ない状況にある。
　福岡市においては、製造業であっても下請けが多
いため、最終製品の決定権を持たない企業が多く、
材料調達や製造プロセスの変更が難しいという課題
がある。また、業務部門からの温室効果ガス排出が
多いものの、テナントとしてオフィスビルを借りて
いる企業では、光熱費（照明・空調）の削減につい
て意思決定権が限られており、自社ビル以外のテナ
ントはその決定が難しい。
　インタビューの結果、福岡市の事業者は、「知る」

「測る」「減らす」のうち、まだ「知る」の段階が十
分に進んでいないと考えられる。そのため、経営者
に対して脱炭素の重要性を理解してもらうととも
に、実際の経営に与える影響を認識してもらうこと
が重要である。例えば、中小企業が抱える人材不足
などの喫緊の課題と脱炭素を結びつけた取組みが増
えることで、脱炭素が中小企業にとって重要なテー
マであるという認識の広がりが期待される。
　限られた予算や人材の中で効果的な取組みを進め
るためには、各主体が適切な役割を果たす必要があ
る。行政は CO2 排出の業種別傾向をより精緻に把
握し、効果的な政策を優先的に実施すること、企業
は自社の排出特性を踏まえた戦略的な削減策を実行
し、ネットゼロを目指すこと、金融機関や経済団体
は CO2 排出量の計測を含め、削減効果の高い分野
への投資や支援を強化することが求められる。
　現在、多くの中小企業においては、脱炭素を自分
ごととして捉えられておらず、温室効果ガス排出量
の算定も十分に進んでいない。その結果、適切な対
策の選定や効果測定ができていない状況にある。気
候変動への対応としてではなく、自社の経営戦略の
一環として脱炭素の重要性を認識し、積極的に取り
組む姿勢を促すことが求められる。
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